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◆ 背景 
 

低炭素都市づくりは世界的な流れである。 
環境技術は日本の強みである。 
地方公共団体（自治体）は、環境技術・インフラ

の輸出における主要推進主体としての役割が
期待されている。 

低炭素都市づくりは日本の発展を支える次なる
国家戦略である。 
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世界的都市化の流れ 
 ２０５０年まで、世界人口の約７０％が都市に居住 
 アジア都市人口：2010年の44.4％から2050年には64.4％に、

中国は44.2%から77.9%、インドは30.9%から51.7%に 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

2050年までの都市人口の割合 

世界 

先進国 

アジア 

中国 

インド 

インドネシア 

タイ 

典拠：国連統計値に基づき、筆者が作成 http://esa.un.org/unup/CD-ROM/Urban-Rural-Population.htm 
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低炭素都市づくりは世界の流れ 

 2012年まで、世界中、
少なくとも500以上の

低炭素都市（エコシ
ティ、環境都市、ス
マート都市など）プロ
ジェクトが進行、2030
年までの市場規模は
4000兆円以上（世界

スマートシティ総覧
2012） 

 中国の場合、2012年
まで、276都市がエコ

シティ都市計画また
は目標を掲げている。 

中国におけるエコシティ計画実施地域 

典拠：http://www.colliers.com/enus/~/media/files/global/researchreports/emergenceoflowcarboncities.ashx 5 
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世界銀行 
• 総裁が2013年9月に4年間で途上国300都市

の低炭素都市計画を支援すると発表。 
• 途上国向け「低炭素都市づくりガイドライン」

を執筆中。 
 

シンガポール 
• 同国のインフラ関連企業は政府系企業を中

心に比較的早くから中国、ベトナム、インド、
中東等の新興国に進出し、ビジネス基盤を
積極的に確立。 
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低炭素都市づくりに欠かせない環境技術は
日本の強み 
 国際特許出願数から見た日本の環境技術レベルは、ア

メリカ、ドイツに次ぐ世界３位、アジア１位 
 水処理関連技術：総合世界3位、半透膜は世界2位 

 
 固形廃棄物処理：総合世界3位、固形・金属ごみリサイクル領域

は世界1位、家庭ごみリサイクル世界5位 
 

 大気汚染関連：総合世界２位～３位、排気ガス処理は１位 
 

 気候変動関連技術：総合世界3位、半導体装置、部品の製造工
程と処理方法、太陽熱利用装装置、太陽光発電（半導体装置、
整流,増幅,発振,スイッチング装置、電池）、発電・送電・配電技術
分野、電池・ハイブリッド車両は世界トップレベル 

典拠：政策研究大学院大学など「日本の環境技術産業の優位性と国際競争力に関する分析・評価及びグリーン・イノ
ベーション政策に関する研究」http://www.env.go.jp/policy/keizai_portal/F_research/f-05-04.pdf  
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 技術貿易収支は、1993年度
以降、20年連続で黒字、2011
年度は2兆円の黒字を達成 

 産業別技術貿易収支額の構
成比 
 1位は、医薬品製造関連技術43.7% 
 2位は、運送用機器具製造業関連技

術37.3% 
 3位は、化学工業7.05% 

 首位アメリカの2011年度黒字
は3.5兆円 

 

典拠：総務省統計局「世界に躍進する我が国の科学技術力 -科学技
術研究調査の結果から-」 
http://www.stat.go.jp/data/kagaku/kekka/topics/topics77.htm  

技術貿易収支から見た日本の技術力-世界2位 
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◆低炭素都市づくりにおける自治体の強み 
 巨大都市インフラの管理者、運営者であり、設備技術のパッ

ケージ化能力、マネジメント能力は強み 
 

 自治体外交の強み（海外自治体のネットワーク、国際協力の
経験、ニーズ把握に関する情報収集） 
 

 低炭素都市モデル事業の「ショーケース化」の担い手 
 最新技術や都市づくり理念の実験所（けいはんな、北九州エコタウ

ンなど） 

 
 地域ニーズ・課題に適した低炭素型成長戦略の担い手 
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巨大都市インフラの管理者・運営者 
 都市インフラの設置、運用、

管理には強みがある。 
 全国1243カ所あるごみ焼却

施設の75%、661カ所ある粗
大ごみ処理施設の78%は自

治体が運営（し尿処理施設
は100%）。 

 全国中小水力発電の20%は
地方自治体が担う。 

 上下水道、道路、地下鉄な
どのインフラの設置、運用、
管理。 
 
 

中小水力発電の導入事業者別シェア 

典拠：環境省「日本の廃棄物処理 平成21年度版」 
経産省「再生可能エネルギー固定価格買取制度に係る既設の扱いについて」 http://www.chugoku.meti.go.jp/event/energy/120904_2.pdf   
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海外自治体とのネットワーク 
 日本と友好関

係にある国は
65の国・地域
（2013年10月
まで） 

 友好都市・地
域提携件数
1651 

 提携実績の
ある市町村は
26% 

 提携件数が
一番多い国
順、アメリカ、
中国、韓国、
オーストラリ
ア・・・ 
 

自治体種類 自治体総数
提携実績のある
自治体数

割合 提携件数

都道府県 47 42 89% 142

市区（特別市） 812 571 70% 1217

町村 930 245 26% 292

合計 1789 858 48% 1651

提携実績のある自治体の割合、提携件数 

提携先のランキング（10件以上の提携実績のある国が対象） 

 
 

典拠：総務省データベースに基づき、筆者が作成   11 
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環境国際交流の実績１ 
 50以上の国・地域と国際環境協力実績がある（2013年10月まで） 
 

 
 

典拠：「市民プラザ」データベースに基づき、筆者が作成   12 
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環境国際交流の実績２ 
 環境協力プロジェクトの種類から見たシェア：１位は、職員研修

（48%）、２位は専門家派遣（34%） 
 

 
 

典拠：「市民プラザ」データベースに基づき、筆者が作成   13 
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環境国際交流の実績３ 
 環境協力プロジェクトの目的から見たシェア：１位は、総合交流（28%）、２位

は水環境保全分野（18%）、3位は廃棄物・リサイクル分野（13%） 
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低炭素都市モデル事業の「ショーケース
化」の担い手としての地方自治体 

典拠：内閣府、環境省、経産省、国交省ホームページ  15 
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地域ニーズ・課題に適した低炭素型成長戦
略の担い手 
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今後日本が直面するま
ちづくりの課題１：少子
高齢化 

• 2040年の高齢化率36.1% 
• 2048年には1億を割る 

課題２：都市インフラ修
繕費の増加 

 
• インフラの維持更新コスト、社

会保障費等、歳出は増大する
一方、人口減少に伴い歳入は
減少の方向 
 

典拠：国交省「低炭素まちづくり実践ハンドブック」 https://www.mlit.go.jp/common/001023244.pdf 
      

https://www.mlit.go.jp/common/001023244.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001023244.pdf


地域特性に配慮した低炭素づくりの推進 

国内支援制度の
活用による低炭素
都市ノウハウの蓄

積 

自治体外
交を通じた
売り込み 

JCMスキー
ムなどの活

用 

地域特性に配慮した低
炭素都市づくりの推進 
 
 
• コンパクト都市 
• エネルギー地産地消

型都市 
• スマートシティ 
• 離島型低炭素都市 
• 内陸型低炭素都市 
• 福祉型低炭素都市 
• 水素都市 
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◆ 海外環境協力に必要な確認事項 
確認事項１） 地方自治体のセールスポイントはあるのか？ 

 
• 上下水道、ごみ処理などのマネジメントノウハウ 
• 防災、減災ノウハウ 
• 環境教育ノウハウ、など 

確認事項２） 海外環境協力の目的意識は明白なのか？ 
 

• 自治体のブランド力の向上 
• 地元企業の海外進出の手助け 
• 地域活性化 
• 地域国際化 
• 観光振興、など 
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海外環境協力に必要な確認事項 
確認事項３） 自己の「国際環境協力度」は十分なのか？ 

 
• 財政状況(国際協力関連予算能力等) 
• 人材、ノウハウ、ネットワーク(姉妹都市等) 
• 法整備（海外環境協力関連の条例制定） 
• 市民の理解(議会、市民との合意形成) 
• 海外環境協力に関するニーズの把握(企業、NGO、研究機関) 
• 環境領域における「得意分野」の評価 

確認事項４） 海外環境協力に必要な体制はあるのか？ 
 

• 海外国際協力をバックアップするための長期体制（マネジメントに長けた専
門員と専門部署の長期的な確保） 

• 海外国際協力を通じて達成した「成果」を評価する仕組み（議会対応） 
• 海外需要の把握に資する独自のネットワーク（自治体外交の活用） 
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海外環境協力に必要な確認事項 

確認事項５） 信頼できる現地パートナはいるのか？ 

 
• 自治体の強みを生かせる事業地の選択 
• 信頼できる現地パートナーの育成 

 

確認事項６） ビジネスの先頭に立つ用意はあるのか？     
 
 

• 自治体が商社としての役割を果たす 
• 民間からの優秀な人材の確保、公務員の民間会社への派遣 
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◆ 先進的な事例分析―北九州市 

• 人口：967,539人(２０１４年１月現在) 
• 面積：489.56 ㎢ (２０１２年現在) 
• 歴史：１９６３年２月に門司、小倉、八幡、若

松、戸畑の五つの市の対等合併によって、
北九州市が誕生。古くからの工業・港湾都市
であり、１９０１年八幡に官営八幡製鐵所が
操業したのを契機に、洞海湾沿いに製鉄・化
学などの工場が集積し、四大工業地帯の一
つとして日本の高度経済成長を支えた。そ
の結果、大気汚染・水質汚濁などの公害問
題が深刻になり、１９７０年代頃から市民・企
業・大学・行政が一体となって公害克服、こ
の経験を活かして途上国などに対する環境
国際協力を行っている。 

• ２００３年より世界の環境首都を目指し数々
の取組を進める。  

【基本データ】  

典拠：https://www.city.kitakyushu.lg.jp/shisei/menu05_0097.html 21 
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先進的な事例分析―北九州市 

• 《二都市間連携》 
• １９７９年 大連市と友好都市締結 
• １９９３年 大連市において「北九州・大連技術交流セミナー」を開催。大連

市から行政研修員受け入れ開始 
• １９９６年 日中友好環境保全センター開設 

 
• 《プラットフォームを通した多都市間連携》 
• １９９７年 東アジア経済交流推進機構の創設 
• ２０００年 クリーンな環境のための北九州イニシアティブを開始 
• ２００１年 東アジア（環黄海）経済交流推進機構の創設 

ステップ１） 環境国際協力関係の構築 ― 信頼関係の醸成 

 
• １９８７年 途上国向けに北九州市の環境対策を伝える研修コースを設立 
• １９８９年 ＪＩＣＡ北九州国際センターと連携 
• １９９２年 ＫＩＴＡ環境協力センターを発足させ、廃棄物管理や排水処理な

ど多分野に亘って研修を実施 

ステップ２） 市内企業と行政が協力しながら研修コースを設立 
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先進的な事例分析―北九州市 

 
• ２０１０年 アジア低炭素化センターを開設し、市内企業の環境ビジネスのア

ジア展開を支援 
 

ステップ３） 技術輸出などのビジネス支援窓口の設立 

 
• ２００９年 環境モデル都市に選定される 
• ２０１２年 環境未来都市、グリーンアジア戦略総合特区に選定される。    

グリーン成長モデル都市に選定される。 
 

ステップ４） 国内外から先進的な都市としての評価を獲得 
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先進的な事例分析―北九州市 
  

   

      

  
 《分野》 
   

 

 

 

 《具体的なノウハウ》 

     
 

上下水道の
整備 廃棄物管理 交通・都市

計画の策定 
エネルギー

管理 

公園・緑地
管理 防災・減災 環境教育 

計画策定方法 データ管理 
施設の設計・発注＋
建設＋操作＋維持

管理 

料金徴収などを含む
財務管理 

住民の合意形成の
方法 

制度や規制（罰則規
定含む）の制定のし

かた 

施策の制定（技術導
入や設備投資への
補助や優遇税制） 

研究開発促進 

• 低炭素化、スマート化、災害に強いまちづくりを進めるにあたり必要となる自治
体職員の計画・実施能力 

“途上国から求められる”自治体のノウハウ 

典拠：http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Download/Report/2012/pdf/B302_ch6.pdf 24 
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先進的な事例分析―北九州市 

• Ｑ１ 友好都市締結の目的は？ 
• Ａ１ 良好な関係性を築くための入り口。 

 
• Ｑ２ ホスト国の研修員の受け入れと専門家を派遣するには？ 
• Ａ２   JICAや総務省の支援事業として市職員の人材交流を進める方法が一般

的。過去には自治体職員のピア・ラーニングの結果、例えば中国・大連市の大
気質改善、カンボジア・プノンペン市の上下水道無収水率が改善され、インドネ
シア・スラバヤ市の廃棄物発生量の削減が１０年かけて実現している。 
 

• Ｑ３ セミナーの開催目的は？ 
• Ａ３ 北九州市で使われている様々な技術やシステムを見比べてもらうために

市においてセミナーを開催し、市全体がショーケースの役割となる。   
 

• Ｑ４ プラットフォーム活用のメリットは？ 
• Ａ４ 実務者レベルの相互学習を促進し、先進的な事業者からノウハウを必要と

する事業者への技術を移転する。               

ステップ１） 環境国際協力関係の構築 ― 信頼関係の醸成 

典拠：http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Download/Report/2012/pdf/B302_ch6.pdf 25 
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先進的な事例分析―北九州市 

優良事例の収集 

• ネットワーク会合 
• テーマ別セミナー 

パイロット事業
の実施促進 

優良事例   

から学ぶ  
• 現場視察 
• ネットワーク会合 

自治体の施策   
実施を支援 
• 優良事例の成功要因を分

析 
• 研修や勉強会の企画 
• 自治体、ＮＧＯ、ドナー機

関との関係を取り持つ 
具体的には 
• 住民参加の廃棄物管理 
• 低コストの下水処理システム 
• 最終処分場の整備 
• 行政および民間の資源を活用 
• 他の都市のモデルの複製 

複製可能なプロジェクトとは 
• 低コスト・低技術を利用 
• 土地の資源を有効活用 
• 歴史など特徴が共通する都市の

事例 
 

• 優良事例の成功要因を勉強会や現場視察を通して共有しながら複製。 

ステップ２） 市内企業と行政が協力しながら研修コースを設立 

典拠：http://kitakyushu.iges.or.jp/publication/KI_FinalReport_2010.05.19.pdf 26 
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先進的な事例分析―北九州市 

• 技術移転のモデル 

ステップ２） 市内企業と行政が協力しながら研修コースを設立 

ＮＧＯ 

ＮＧＯ 

市民グ
ループ 

ＮＧＯ ＮＧＯ  

市民グ
ループ 

市政府 

堆肥セ
ンター 

堆肥セ
ンター 

堆肥セ
ンター 

堆肥セ
ンター 

《ＮＧＯ型》 

《自治体型》 技術支援 

技術支援 モチベーションが高いNGOが技術移転を主導
する場合、他国或いは他都市のNGOや市民グ

ループに自分たちが有するネットワークを通して
廃棄物管理のノウハウを積極的に提供している。
ノウハウの伝播が速やかなことも特徴のひとつ。 

自治体主導型の場合、自治体の財源および
政策的後押しにより、堆肥センターの成功事
例が次々と市内で複製され、センターの数が
増加している。 

典拠：http://kitakyushu.iges.or.jp/publication/KI_FinalReport_2010.05.19.pdf 27 
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先進的な事例分析―北九州市 

• 技術移転のモデル 

ステップ２） 市内企業と行政が協力しながら研修コースを設立 

北九州市・        
ＫＩＴＡ・              

北九州イニシ
アティブ 

JICA草の根ｊ協力、  
自治体国際化協

会、 

Semerang Medan 

Makassar 

Palembang 

Central 
Jakarta 

Balikpapan 

Tarakan 

Surabaya   
廃棄物管理

モデル 

ＪＩＣＡ インドネシア       
事務所 

Bangkok 
Sankamphaeng 

Sri Lacha 

UNESCAP 

Sibu 

ＪＩＣＡマレーシア 事務所 

Kuala Lumpur 

ＪＩＣＡネパール 事務所 

Lalitpur 

Bago 

Cebu 

Talisay Cavite 

Puerto Princesa 

APFED 

インドネシア 

タイ 

ネパール 

フィリピン 

マレーシア 

金融支援 

技術支援 

《都市間連携型》 

NGOと異なり一般的に他都市への技術移転に積極的な自治体は少ないが北九州市と諸機関が開催する研修、
勉強会を通してスラバヤの成功例をタイ、フィリピン、マレーシアそしてネパールが複製している。 

典拠：http://kitakyushu.iges.or.jp/publication/KI_FinalReport_2010.05.19.pdf 28 
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先進的な事例分析―北九州市 

典拠： 
http://www.asiangreencamp.net/func1.html 

• アジア低炭素化センター 
• 地元企業の技術をパッケージ化するこ

とで受入先での受容性を高め、輸出を
促進。 
 

• ＪＢＩＣや地域金融機関の各種資金ス
キームや補助金申請の情報を企業に
提供するとともに海外の                
ニーズを把握するために                        
定期的にビジネスミッションを派遣。 
 

• 環境ビジネスや環境対策に関する調
査・研究をアジア諸都市に発信しなが
ら、受入先と北九州市の企業とのネッ
トワークを確保。 
 

ステップ３） ビジネス支援窓口の設立 

29 
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先進的な事例分析―北九州市 
   

• 評価を得ることで何を得られる？ 
• 産業振興  

 
 
 
 
 
 
 

• 追加的な資金および技術供与が中央政府、ドナー機関から望まれる 
• 例） 北九州市は国から環境未来都市に選定された結果、１０億円が供与さ

れた、 
 

• エコツーリズムなど、新たなビジネスチャンスが生まれやすい 
• 例） 響灘東部地区では、産業廃棄物埋立地跡地に日本最大級のビオトープ

「響灘ビオトープ」が設立され、自然を観察するエコツアー（自然観察会）が開
催されている。  

ステップ４） 国内外から先進的な都市としての評価を獲得 

－ 

 1 000 000

 2 000 000

 3 000 000

 4 000 000

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

輸出 

（単位 千円） 

北九州市の輸出額はリーマン・ショック 
の時期を除いて堅調に推移 
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先進的な事例分析―横浜市 

 

  

  

   

 

          
    
   
  
  
 

• １９８６年～１９９５年 横浜市とペナン市が技術協力に関する覚書を締結し、職員
研修を受入れ構築。 

• 他にもフィリピン・セブ市やベトナム・ダナン市他とも別途関係構築。 

ステップ１） 環境国際協力関係の構築 ― 信頼関係の醸成  

• １９７７年～ 
• 横浜港湾局は国際協力機構（ＪＩＣＡ）や財団法人国際臨海開発研究センターへ

海外港湾の開発支援等のために職員を派遣、そして世界各地から研修員を受
け入れている。 

• ２００３年～ 
• 横浜水道局は国際協力機構（JICA）、自治体国際化協会（CLAIR）、アジア太平

洋都市間協力ネットワーク（CITYNET）などとの連携による都市間協力を主体と
した研修を実施。 

ステップ２） ＪＩＣＡなどと行政が協力しながら研修実施  
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先進的な事例分析―横浜市 

 

  

  

   

 

          
    
   
  
  
 

• ２００９年 Ｙ－ＰＯＲＴ事業の設立  
• ビジネス・マッチング 
• 海外の都市インフラ事業への企業の海外展開を               

促進するための勉強会 
• 国際協力機構、国際協力銀行などの                       

国際協力の関連機関と業務協力協定                                                                                               
を締結し、情報収集量を増加 
 

ステップ３） 技術輸出などのビジネス支援窓口の設立 

• ２００９年 環境モデル都市に選定 
• ２０１０年 「ワールド・シティ・アワード」都市部門受賞 
• ２０１１年 環境未来都市に選定 

ステップ４） 国内外から先進的な都市としての評価を獲得 

32 典拠：http://www.city.yokohama.lg.jp/seisaku/kyoso/yport/yport.html 
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先進的な事例分析―ドイツ 

 

  

  

   

 

            
    
   
  
  
 

• ドイツ国内５５００の自治体を代表してAssociation of German Cities (AGC) が中央政府、
議会、そしてＥＵ議会と交渉し、自治体間の情報交換の場を提供している。 

自治体組織が強い権限を有する 

• ドイツ持続可能な開発会議（German Council for Sustainable Development） のもと「持続可
能な都市」に向けて市長が情報を共有。 

低炭素社会への取組 

• １９９２年の「環境と開発に関する国際連合会議」以降、市町村レベルの国際協力が重視
されるようになり、ドイツ国憲法 第２８条は自治体の施策範囲を自治体内に限定している
が、会議結果を自治体が支持することを州政府が１９９４年に可決した結果、次の目標を
掲げてＡＧＣにはドイツ国際協力公社（GIZ）と協力することなった。 

 
• 途上国の自治能力を高め、分権化を可能にする方法論や戦略をつくる。 
• 途上国で人材育成が可能となるよう、現地に専門組織を設立する 
• 自治体が国際協力に貢献することで享受できるものへの理解を広める 
• 協力事業の成功事例そしてガイドラインを公表する 
• 自治体が情報が取得できるようオンライン・プラットフォームを提供する 

自治体の国際協力への強い理解 
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二国間合意に基づく低炭素都市づくり―天津中新
生態城 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

○ 包括的権限移譲、規制緩和がメイン 

 

• 「天津中新生態城」は、天津市政
府(省級政府)が指定した都市開

発地域、「濱海新区」内（計画総
面積2,270㎢）の一開発区域(計
画総面積31.23㎢)である。 

 

• 中国およびシンガポール政府の
二国間「国家プロジェクト」 

 

• 三能原則：複製可能、実現可能、
波及可能な都市づくりモデルの開
発(シンガポール政府の提案) 

 

• 中国国内で初めて「生態都市（エ
コシティ）」を定義し、数値化 

 

• 「全国総合政策改革実験区」制
度の適用 

 

 

 

 

 

 

二国間協定
↓

協議理事会（両国の副総理級合意機関）
(開発事業に関する重要事項の決定)

↓
推進委員会（両国の建設部長級合意機関）

↓
天津中新生態城管理委員会

↓
合弁会社（開発の実施主体）
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典拠：金振・その他「中国における環境配慮型都市政策－政策形成・執行過程における中央政府と地方政府の関係を中心に
－」 http://criepi.denken.or.jp/jp/kenkikaku/report/detail/Y10038.html 



天津中新生態城―都市づくり指標 

35 

目標値 目標達成年度

国家2級達成日数≧
310日／年

即日開始

SO2&NOX国家1級達
成日数≧155日／年

即日開始

『環境空気質基準
(GB3095-1996)』

2013年

2 区内地表水環境基準
『地表水環境基準

(GB3838－2002)』現
行基準Ⅳ類

2020年

3 飲料水質 100% 即日開始

4 騒音レベル 100% 即日開始

5 GDP比CO2排出量 150(TCE／$1MM) 即日開始

6 湿地保護率 100% 即日開始

7 グリーンハウスの比率 100% 即日開始

8 ご当地固有植種の比率 0.7≧ 即日開始

9 公共緑地面積　※ ≧12(㎡／人) 2013年

10 1人当たりの水消費量※ ≦120(Ｌ／人・日) 2013年

11 1人当たりのごみ排出量 ≦0.8(KG／人・日) 2013年

≧30％ 2013年まで

≧90％ 2013年

公共交通利用者、自転車
利用者、徒歩によるお出
かけ人口の割合

12

(3)生活環境

項目

(1)自然環境

(2)人工環境

1 空気質

13 ゴミ回収率 ≧60% 2013年

14

徒歩圏500㎡以内におい
て無料の文化・スポーツ
施設が整備されている居
住区の比率

100% 2013年

15
産業廃棄物、一般廃棄物
の無害化処理率

100% 即日開始

16
公共施設におけるバリア
フリー施設の割合

100% 即日開始

17
通信、ガス、水道等基礎
インフラ普及率

100% 2013年

(5)都市管理
体制

18
福祉住宅(低価額、低賃
料物件)の割合

≧20% 2013年

19
再生可能エネルギー利用
率

≧20% 2020年

20
非伝統水資源(海水、雨
水)利用率

≧50% 2020年

(7)科学技術
の水準

21
1万人当たりの科学者、
技術者の割合

≧50(人) 2020年

(8)雇用 22 居住者の現地就職率 ≧50% 2013年

※項目8、9は、「国家園林都市」認定制度基準を適用
参考文献：『天津中新生態城総体規劃』

(4)基礎イン
フラ

(6)持続的経
済発展

4

典拠：金振・その他「中国における環境配慮型都市政策－政策形成・執行過程における中央政府と地方政府の関係を中心に
－」 http://criepi.denken.or.jp/jp/kenkikaku/report/detail/Y10038.html 
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天津中新生態城―完成予想模型 
4

典拠：筆者による現地撮影 



◆ 資料集 
自治体間交流に関する国際社会の動き 

1980 年代：急速に進
んだ経済のグローバ

ル化 

地球温暖化、熱帯林
の減少などの地球環

境問題が顕在化 

1985 年：地方自治体と
NGO が南北関係へ
強く取り組むべきとす
る「ケルン憲章」が採
択 

初めて、「CDI」
（Community based 

Development Initiatives ／
地域主体型開発協力）を

提唱 

この会議を契機に、自治
体の開発協力を推進する
国際ネットワーク組織「タ
ウン・アンド・デベロップメ
ント（T &D）」が設立 
 

1992年：「持続可能な
地方自治体イニシアチ
ブ国際南北会議」で
「ベルン憲章」の採択 

「CDI」が自治体の開
発協力コンセプトとして
本格的に認知される 

1992年：環境と開発国
連会議で「ローカル・ア
ジェンダー21」が採択 

その後の自治体の環
境協力への取り組み
に大きな影響を与える 

37 典拠：文献調査に基づき、筆者が作成 



 
地方自治体の国際環境協力に関する動き 

地方自治体の国際交流 

・姉妹(友好)都市の締結を通じた
国際交流 

・1955年、姉妹都市第１号(長崎市
&ミネソタ州) 

・1976年、神奈川県が全国初の国
際交流課の設置、翌年は国際交
流協会の設立 

・2013年まで、1742地方自治体が
世界1650の都市と姉妹(友好)都
市に 

国による国際交流体制の推進 

国による国際協力体制の推進 
1986年

・自治省「国際交流プロジェ
クト構想」発表
・国際交流企画官設置

1986年8から国際交流基盤の整備に先導的な取り
組みをする自治体が実施する事業を、リーディン
グ・プロジェクトとして支援

1987年
語学指導や国際交流のた
めの外国青年招致事業(Ｊ

ＥＴプログラム)の開始
外務省、文部省（現文部科学省）と共同で開始

ＣＬＡＩＲ設立
JETプロジェクトの事務局として国際化推進自治体
協議会を設立

1987年
「地方公共団体の国際交流
のあり方に関する指針につ
いて」

・地方自治体における国際交流の意義を地域の活
性化
・世界に開かれた地域社会づくりの推進

1988年
国際交流のまち推進プロ

ジェクト
外務省、文部省（現文部科学省）と共同で開始

1989年
自治省「地域国際交流推進
大綱策定の指針」策定

・指針では、都道府県と政令指定都市に対し、国
際協力の推進について、地域的特性に合った方針
の作成と実施体制の整備を指示。
・各都道府県、政令指定都市ごとに「中核的民間
国際交流組織」を「地域国際化協会」と認定し、地
方財政上の支援、国際交流協会と呼ばれる自治
体出資の財団法人の増加
・これを契機として予算措置や法整備が急速に進
む

1993年
自治省内に、国際化の所
管組織として国際室を設置

国際化の所管組織として国際室を設置し、その後
順次地方自治体側においても国際（交流）課が設
置されることで、政府と地方自治体双方に国際関
係業務を担当する部局の整備が進む

1994年
地方交付税としての「国際
化推進対策費」

財政的措置

1995年、「自治体国際協力
推進大綱の策定に関する
指針について」中央審議会
答申

・「『国際交流から国際協力』へという新たな潮流」
を強調
・地域社会の実情に合った総合的な国際協力政
策の(大綱)作成、関連推進体制構築の必要性を
強調
・財政的措置

200０以降

2005年、「今後の国際環境
協力の在り方について」中
央審議会答申

地方自治体の環境協力に関する提言
・環境関連法の執行、地域の環境管理計画の作
成実施の経験とノウハウを活かして、各国からの
研修生の受入れや開発途上国への人材派遣を通
じた技術協力を推進すること
• ODA 等を活用しながら、モデル的な地方公共団
体間の協力プロジェクトを進め、日本と東アジア各
国の地方公共団体間の交流と協力のケースを増
やすこと
• 北九州イニシアティブネットワークを強化するとと
もに、地方公共団体間の世界的な協力ネットワー
クを構築して、研修員の受入れや環境プロジェクト
の実施などを積極的に進めること
• 市民、NGO/NPO、企業、大学など地域の多様な
主体の連携による国際環境協力をコーディネート
すること

1990年代

背景
・1990年代中頃まで国会における地方自治体に対する認識不足が続き、ＯＤＡ
事業における地方自治体という視点が欠落していた。
・１９９７～９８年を境に、政府と国会の双方において地方自治体の国際協力に
対する議論が急速に深まっていく

・2003年まで、41 都道府県、12 政令指定都市、6 中核市、その他15 市区町
（東京都特別区含む）が国際環境協力の経験を有する。
・協力の形態としては、技術研修員の受入れが最も多く、次いで調査・研究、国
際会議・セミナーの開催又は経費補助、専門家派遣となっている。

・北九州イニシアティブネットワーク、アジア太平洋都市間協力ネットワー
(CITYNET)、環黄海都市会議、アジア環境協力都市ネットワーク、環日本海
ネットワーク等、日本と開発途上国の地方公共団体同士の環境協力を進める
ネットワークの出現
・その他、北東アジア地域自治体連合（NEAR）、「イクレイ-持続可能性を目指す
自治体協議会」(ICLEI-Local Governments for
Sustainability)
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地方自治体の国際協力に関する支援体制 

スキーム名 出資機関・実施機関 概要

グリーン・エイド・プラン 経済産業省
 政策対話と実際のプロジェクト実施を通じて、環境対策に関する日本の
技術を移転・普及する。（1）調査協力、（2）人材開発協力、（3）研究協
力、（4）技術検証調査等を行う。

研究協力推進事業（環
境技術総合研究協力

経済産業省
 （実施機関：独立行政
法人 新エネルギー・産
業技術総合開発機構
（NEDO））

 （実施機関：独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）） グリーン・エイド・プラン（GAP）の場において提示される相手
国政府からの協力ニーズを踏まえて案件形成を行い、公募により事業者
を選定して研究協力を行う

研究協力事業（提案公
募型開発支援研究協
力）

経済産業省
 （実施機関：独立行政
法人 新エネルギー・産
業技術総合開発機構
（NEDO

東アジアを中心とする開発途上国の技術基盤の形成、経済構造改革の
推進のために、基礎段階から内外の市場のニーズに応え高付加価値を
有する技術の開発までの幅広い段階での研究開発について、相手国と
機動的・弾力的に研究協力事業を行う。

国際エネルギー消費効
率化等モデル事業

独立行政法人 新エネ
ルギー・産業技術総合
開発機構（NEDO)

アジア地域の開発途上国等のエネルギー多消費産業等において、日本
の優れたエネルギー有効利用技術を実証し、その普及を促進することに
よって、エネルギー消費量の削減を図る。

NETT21（GEC環境技術
データベース）

（財）地球環境センター
（GEC

日本の環境技術の中でも、開発途上地域が導入しやすいと考えられる
技術に関する情報を英語でインターネット上に公開する。

技術・開
発普及に
関する国
際協力ス
キーム

出典：環境省 ww.env.go.jp/air/tech/ine/asia/scheme/index.html 39 
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都道府県レベルの友好都市提携上状況 
都道府県レベルの友好都市締結先ランキング (国別) 

典拠：総務省データベースに基づき、筆者が作成   40 
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市区、町村レベルの友好都市提携状況 

市区レベルの友好都市締結先ランキング (国別) 

町村レベルの友好都市締結先ランキング(国別) 

典拠：総務省データベースに基づき、筆者が作成   41 
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地方自治体の国際協力に関する支援体制 

スキーム名 出資機関・実施機関 概要

技術協力プロジェクト
独立行政法人 国際協
力機構（JICA）

開発途上国が抱える課題に対して、専門家派遣、研修員受け入れ、機
材供与等の投入要素を柔軟に組み合わせ、一定の期間内に事業を実
施する。

技術協力専門家派遣
独立行政法人 国際協
力機構（JICA）

相手国政府に対して高度な政策提言を行うアドバイザー等の専門家や、
ある特定の分野に対する技術移転を行う専門家等を個別に派遣する。

研修員受け入れ事業
独立行政法人 国際協
力機構（JICA)

開発途上国の行政官、技術者を研修員として受け入れ、日本の経験と
知識を普及することを通じて開発途上国の課題解決や人材育成を促進
する。

草の根技術協力事業
独立行政法人 国際協
力機構（JICA)

草の根技術協力事業は、国際協力の意志をお持ちの日本のNGO、大
学、地方自治体及び公益法人等の団体による、開発途上国の地域住民
を対象とした協力活動を、JICAが政府開発援助（ODA）の一環として、促
進し助長することを目的に実施する事業である。

経済産業人材育成支援
事業（研修事業）

経済産業省
 （実施機関：財団法人
海外技術者研修協会
（AOTS））

開発途上国から産業技術研修生の受け入れを行い、これら研修生に対
して日本語講習等の一般研修を実施した後、研修分野に応じて受け入
れ企業内にて実地研修を行う。

地方自治体国際協力促
進事業

総務省
（実施機関：財団法人
自治体国際化協）

途上国での技術指導、研修員の受入、必要な資機材の購送、簡易な施
設整備などについて業務委託

人材・組
織整備に
関する国
際協力ス
キーム

出典：環境省 ww.env.go.jp/air/tech/ine/asia/scheme/index.html 42 
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地方自治体の国際協力に関する支援体制 

スキーム名 出資機関・実施機関 概要

有償資金協力（円借款）
独立行政法人 国際協
力機構(JICA)

開発途上国の経済発展の土台として不可欠の経済・社会インフラ整備
のため、また経済困難に陥った国については経済安定や経済構造改革
のために、開発途上国に対して長期・低利の緩やかな条件で開発資金
を貸し付ける。

一般プロジェクト無償
独立行政法人 国際協
力機構(JICA)

被援助国が事業の実施主体となり、日本から贈与された資金を使用して
プロジェクトに必要な資機材、施設の建設および役務の調達を行う。

協力準備調査
独立行政法人 国際協
力機構(JICA)

国際協力機構(JICA) 開発途上国の開発計画に対し、学識経験者やコン
サルタント等からなる調査団を派遣して現地協議／調査（データ収集）と
現地／国内で分析作業の上、計画を策定し、調査に係る提言を行う

日中韓三カ国環境大臣
会合（TEMM）

環境省

日本・中国・韓国の三カ国の環境大臣が、本地域及び地球規模の環境
問題に関する対話を行い、協力関係を強化する。1999年(平成11年)から
毎年開催。この枠組みの下で、環境教育ネットワークの展開、合同環境
研修、ウェブサイトの作成、淡水 (湖沼)汚染防止、環境産業分野におけ
る協力、中国北西部の生態系修復等のプロジェクトを実施する。

貿易投資円滑化支援事
業（専門家派遣）環境・
省エネ案件、地域間交
流支援（RIT）事業等

独立行政法人 日本貿
易振興機構（ジェトロ）

開発途上国等の産業育成支援や、海外活動円滑化のための環境整備
等に向けて、専門家派遣、研修員受け入れ、展示会開催等を行う。ま
た、開発途上国・地域を対象とする研究、成果普及、地域間交流支援な
どを行う。

助成事業
（独）環境再生保全機
構（地球環境基金

民間団体の環境保全活動へ資金助成を行う。

分野横断
的な国際
協力ス
キーム

出典：環境省 ww.env.go.jp/air/tech/ine/asia/scheme/index.html 43 
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支援分野別整理 

典拠：「地方公共団体等による国際環境協力ガイドブック」 
http://www.env.go.jp/earth/coop/guide/06.pdf 

地方公共団体等による国際環境協力
ガイドブック 

44 
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低炭素都市が求める技術的・制度的要素 
 低炭素型発展戦略の策定ノウハウ 
 地域の長期的な社会、経済予測に関する技術 
 地域特性を生かした低炭素発展モデルの開発 
 低炭素型都市計画、産業計画、エネルギー計画など 

 低炭素都市づくりに関する環境技術 
 パッケージ化された都市インフラ技術（上下水道、エネルギー、交通、

建築など） 
 都市インフラに関するマネジメント技術 

 都市温室効果ガス排出量に関する効果的なMRV技
術 

 低炭素都市を守る市民の環境意識 
 

45 
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典拠：文献調査に基づき、筆者が作成 



自治体プラットフォームへ掲載予定 
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 http://www.env.go.jp/earth/coop/lowcarbon-asia/localgov/index.html 5
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